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令和４年度 第２回袖ケ浦市環境審議会 

 

１ 開催日時  令和４年７月１日 午後１時３０分開会 

 

２ 開催場所  袖ケ浦市役所旧館３階大会議室 

 

３ 出席委員 

副会長 梶山 雅司 委 員 前浜 武志 

委 員 木原 栄二 委 員 嶋田 雅夫 

委 員 小賀野 大一 委 員 大橋 正昭 

委 員 大古 政昭 委 員 寺田 明生 

委 員 阿津 ゆかり 委 員 川窪 善子 

委 員 小島 直子 委 員 野中 美和 

 

４ 欠席委員 

委 員 齋藤 いね子 

 

５ 出席職員 

環境経済部長 高橋 広幸 環境管理課主査 小堺 健一郎 

環境経済部次長 鈴木 真紀夫 環境管理課主任主事 真澤 和哉 

環境管理課副参事 緒形 卓史 

 

６ 傍聴定員と傍聴人数 

傍聴定員 ５人程度 

傍聴人数 １人 

 

７ 議 題 

(1) （仮称）袖ケ浦市再生資源物の屋外保管に関する条例の規制等の考え方

について 

(2) その他 

 

８ 議 事 

(1) 開会 

(2) 会長あいさつ 

(3) 環境経済部長あいさつ 

(4) 議事 
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 議 長  ：それでは、議長を務めさせて頂きます。 

       次第４議事（１）「（仮称）袖ケ浦市再生資源物の屋外保管に関

する条例の規制等の考え方について」です。 

       事務局から説明をお願いします。 

 事務局  ：資料により、説明。 

       資料１：袖ケ浦市再生資源物の屋外保管に関する条例の規制等

の考え方について 

       資料２：市内における屋外保管事業場等の位置図及び写真 

       ～ 説明内容省略 ～ 

 

 議 長  ：只今、議題（１）について、事務局から説明がありました。こ

の件について、ご質問やご意見などある方はお願いします。 

 川窪委員 ：資料１の５ページ（４）に記載のある「一時的な保管」につい

て、どの程度の期間を想定しているのでしょうか。 

 事務局  ：１、２か月程度を想定しています。 

 寺田委員 ：３ページ４（２）の「再生資源物」について、廃タイヤは再生

資源物に該当するでしょうか。 

 事務局  ：廃タイヤも再生資源物に該当します。 

 寺田委員 ：例えば、助燃材など、そのほかの細かい区分についてはどうで

しょうか。 

 事務局  ：細かい区分につきましては、今後、より明確に示したいと考え

ています。 

 寺田委員 ：資料２を見ると、住民不安を煽るような状態で、この条例が適

用されれば、大雨や大風などの事象に対して、より安全が確保でき

ると思います。雨水による地下浸透についてはどう捉えていますか。 

       また、７ページの図について、既存の事業場には３か月以内に、

このイメージのとおり保管状態を直してもらうと思いますが、規則

等でより詳細な項目を定めるのでしょうか。 

 事務局  ：屋外保管での安全な積み方について、高さを上限５メートルに

制限し、保管する山の間隔を２メートル空ける、高さと保管半径を

１：２にするなど、表や図を用いて設定しています。 

       雨水による地下浸透について、環境への影響として主に考えら

れるのが、油分の流出です。これが地下に浸透しないよう、コンク

リートなど保管場所の地面を覆うことや、排水溝や油水分離槽を整

備するなどの対策が必要となります。現状では、廃棄物処理法にお

いて、有害使用済機器についての保管基準はありますが、それ以外
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の物に対しての基準はありません。そのため、再生資源物にも保管

基準を同様に設けることを考えています。 

       特に、既存の事業場への規制については１２ページに記載した

とおり、４月１日の施行から１か月以内に届出をさせ、３か月以内

に場内の整備をしていただきます。 

寺田委員 ：３か月よりも早急に対応できるよう条例の施行をしてもらいた

いとも思います。 

事務局  ：条例の周知期間として、３か月の猶予を持たせています。 

議 長  ：水質等の検査ですが、検査対象となるのは事業場の外部に排出

されたものになりますか。 

事務局  ：事業場内部から排出されるものを想定しています。 

議 長  ：水は外部に染み出しますので排出基準に則り、土壌については

敷地の土壌を環境基準に則り是正を求めると思いますが、土壌の汚

染が判明した際は、報告の徴収に留めるか、それとも撤去まで求め

るのでしょうか。 

事務局  ：本条例では事故時の対応として、応急措置を求めることとして

おり、状況にもよりますが、市民生活の安全や生活環境を保全する

観点から、土の入れ替えを指導することも想定しています。 

議 長  ：想定されているように、報告に留めず、改善指導できるように

していただければと思います。 

寺田委員 ：保管場所を不浸透の素材で覆ったら、土壌がサンプリングでき

ないのではないでしょうか。 

事務局  ：コンクリート敷きになっていない場所や、事業場の囲いの外側

から採取することを想定しています。現状、立入調査を行ってきた

中で、場内にコンクリートが敷かれているケースが多いというもの

があります。そのため、場内に地肌が見えるようであればその場で、

そうでなければ囲いの外側からの採取を行うという想定をしてい

ます。 

議 長  ：分析時の検体について、検査機関が採るのではなく、事業者が

採取を行うことになりますか。 

事務局  ：現時点では事業者が採取を行うことを想定していますが、検査

機関が採取することも検討しています。 

議 長  ：事業者にとって都合の良い検体を用意されることが懸念される

ため、明確に採った地点が分かるような規定を盛り込むべきではな

いでしょうか。 

事務局  ：条例の実効性を確保できるよう検討していきます。 
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 議 長  ：市内には、どのような事業場があるのでしょうか。 

 事務局  ：資料２①～④は、平成２８年度以降に市街化調整区域にできた

事業所で、全て経営者が中国系の事業者となっています。 

       資料２⑤～⑦は、工業専用地域の事業所で、国内の業者が主と

なっています。 

       なお、近年注目されている都市鉱山と呼ばれる金属スクラップ

をはじめとした再生資源物の再利用を目的とする事業を行うため、

資材置き場として、利用されている場所のことを指します。通常の

鉄鉱石を加工する場合と比較して、二酸化炭素の発生量が４分の１

程度に抑えられ、良質な鉄等の金属を精製できることから、金属の

新たな利用法としても注目されている事業であり、活発化している

動きがある中、市内の環境面もしっかり守ってもらうことが重要だ

と考えており、本市ではそのような実態に沿い、条例を制定するこ

ととしました。 

 寺田委員 ：資料２をみると、これだけ大規模な事業場で火災が起きたらど

うなるか心配ですが、消火設備等の対策はどうなっているのでしょ

うか。 

 事務局  ：資料１の６ページ（５）イ（イ）に記載のとおり、再生資源物

が他のものと混合することがないよう、また、１か所当たりの保管

面積を２００㎡に制限することを定めており、延焼の防止を図って

います。消火設備については、市火災防止条例が適用されると考え

ています。また、廃棄物処理法と同様の規定を順守してもらいたい

と考えています。 

 寺田委員 ：同じく火災防止について、現在の散水設備の設置状況は把握し

ていますか。 

 事務局  ：海側の事業場の一部では設置がありますが、設置されていない

事業場も存在します。 

 寺田委員 ：資料１の３ページに記載のあるバッテリーについて、特に屋外

保管はして欲しくないように思えます。規制できないでしょうか。 

 事務局  ：バッテリーを区別して保管してもらうことを考えています。特

定の再生資源物の取扱いについては、今後検討していきます。 

 小島委員 ：代宿の事業場について、近隣の方からも、当時何の説明もなく

事業が始まったと聞いています。一方で、以前今井では本件と別の

事業の事業説明会が開催され、それによって反対意見が多数出たた

めか、事業自体が無くなったことがあったと思います。地元への説

明については、どのように定めるのでしょうか。 
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 事務局  ：資料１の４ページ４（３）に記載のあるように、既存事業者に

は地元に事業内容を説明する義務があり、地元の意見に対して誠実

に対応していただく必要があると考えています。８ページ（８）に

記載のとおり、新規事業者は事業実施前に説明会を行うこととし、

市に会議録を提出してもらうことを予定しています。後にトラブル

に発展しないよう、事前の説明会を行うことにより、事業者と地元

住民の共存を図ることを趣旨としています。 

       対象者については規則で定めますが、事業場から一定の範囲内

にある事業者、土地所有者、地元区長などを対象とすることを予定

しています。 

 大古委員 ：資料１の１１ページ（１１）審査手数料について、どういった

ものを経費として想定していますか。 

 事務局  ：主に土地の検査費用として想定しており、人件費と処理時間、

印刷等などを計上することを予定しています。 

 寺田委員 ：資料１の８ページ４（１０）の記録の閲覧はどのようなものか。

また、利害関係者とは誰を想定しているのか。特に、近隣の事業者

に情報を公開するのは、事業者が納得しないのではないでしょうか。 

 事務局  ：この項目は、廃棄物処理法にも同様の定めがあります。ここで

いう「利害関係者」とは、近隣の住民を想定しており、水質や土壌

の検査結果を閲覧できるようにすることで、市民生活の安全や、生

活環境を保全しようとするものです。今後、規則において具体的に

定めます。 

 議 長  ：資料２の写真を見ても、周辺住民の不安は大変大きいものであ

ると思われます。今後、条例等を整備していく中で、住民がどうし

て欲しいかということを正確に捉え、関連法令の漏れがないように

していただければと思います。 

       今回の条例案には、先進自治体にはない規制が盛り込まれてい

ることから、制定後には同様の条例に関心のある自治体からも問い

合わせがあることが予想されます。先例としての取組みを通じて、

事業場の適切な維持管理につながったことや、より良い環境につな

がったことなどを公開して、真摯に対応していただきたいと思いま

す。 

議 長  ：そのほかにご質問などはありますか。 

      ～ 質疑なし ～ 

ご質問などはないようですので、議題（１）については終了し

ます。 
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続いて、議事（２）「その他」について、事務局からお願いしま

す。 

  事務局：次回の審議会につきましては、８月２日に開催を予定しておりま

す。 

 議 長  ：只今の説明について質疑等があればお願いします。 

 寺田委員 ：条例について、土砂災害対策も気になります。書類審査から、

現地の調査まで含めたものにして頂けたらと思います。 

議 長  ：以上をもちまして、すべての議事が終了しましたので、議長の

任を解かせていただきます。委員の皆様にはご協力を頂き、あり

がとうございました。 

 

(5) 閉会 

以上 



令和４年度第２回袖ケ浦市環境審議会 

 

会 議 次 第 

 

            日時 令和４年７月１日（金） 

               午後１時３０分から 

            場所 袖ケ浦市役所旧館３階大会議室 

 

 

１ 開会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 環境経済部長あいさつ 

 

４ 議事 

（１） （仮称）袖ケ浦市再生資源物の屋外保管に関する条例の規制等の考え方

について 

（２） その他 

 

５ 閉会 
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（仮称）袖ケ浦市再生資源物の屋外保管に関する条例 

の規制等の考え方について 

 

環境経済部環境管理課 

１ 条例制定の背景 

近年、中国を中心としたアジア地域の成長により、金属スクラップをはじめとした再生資源物

（以下「再生資源物」といいます。）の需要が海外において急速に高まり、日本国内では資源とな

らないものも有価物として輸出されている状況にあります。 

市内には、複数の再生資源物の屋外保管を行う事業場（以下「屋外保管事業場」といいます。）

が存在しており、主に再生資源物の搬出入時における重機による騒音や振動、保管物を溶断する

際に発生する煙や悪臭、再生資源物に付着する油の処理に関して市民等からの通報があり、周辺

住民の生活環境等に支障をきたす状況が発生しています。 

  一方、再生資源物は、有価物として市場で取引されていることから、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律（以下「廃棄物処理法」といいます。）の規制対象となる「廃棄物」に該当せず規制す

ることができません。その他の法令でも、再生資源物の屋外保管について直接規制することは難

しい状況です。 

再生資源物は、法令の規制対象となってはいないものの、屋外保管をする場合には、台風等の

災害、雨水等による危険があるだけでなく、上記のような騒音や振動、悪臭、油の流出などが現

に発生しており、市民の不安を生じさせていることから、市民の生活環境の保全を図るとともに、

安全・安心に生活を送れるよう、その取扱いについて規制することが必要です。 

  さらに、新型コロナウイルス感染症の影響で、国内における建物等の解体工事が停滞していま

すが、影響が緩和した後は、解体工事の増加等に伴う再生資源物の増加により、本市の地理的な

要因からも本市への搬入等が予想されます。そのため、市民生活の安全や生活環境を保全するた

め、既存の屋外保管事業場のほか、新規の屋外保管事業場に対する規制が必要であると考え、県

の動向を注視しながら、条例化に向けて進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   積み上げられた再生資源物           事業場外への油の流出 

資料１ 
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２ 条例等による規制の必要性について 

（１）再生資源物の屋外保管の危険性 

   再生資源物は、廃棄物処理法における規制対象とはなっていないものの、その性状等から、

屋外保管では次のような危険性が高く、取扱いや保管等について規制することが必要です。 

・再生資源物は、使用済機器等を含む雑多な品目が含まれており、中には発火のおそれがある

リチウムイオン電池等を屋外で保管している屋外保管事業場があります。 

・高く積み上げて保管されている屋外保管事業場があり、強風時等に崩落の危険があります。 

・主に破砕され細かくなることから、強風時に飛散するリスクや、保管する場所に降った雨水

が浸透する過程において汚染度の高い汚水が発生するリスクなどがあります。 

 

（２）本市の地理的状況等 

本市は、①首都圏の中でも土地の価格が安く、広い敷地が手に入ること、②輸出港（袖ケ浦

港、木更津港、千葉港、横浜港等）までのアクセスが良いこと、③県内に成田空港があり、外

国人の就労等に便利であることなどから、近年、再生資源物を扱う屋外保管事業場が増加して

います。また、再生資源物は、関東地方だけでなく、東海・上越地方等からも搬入されていま

す。 

   さらに、日本は世界でも主要な鉄スクラップの輸出国であり、これまでは中国や韓国が主要

な輸出先でしたが、近年ではベトナムや台湾への輸出が増加し、今後はインドやバングラデシ

ュ等において鉄スクラップ等の需要が増加することが見込まれ、再生資源物の輸出入の利便性

が良い本市においては、既存の屋外保管事業場の拡大や新たな事業者の参入により、更なる環

境の悪化が懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所：国土地理院 

  

千葉港 

木更津港 

横浜港 袖ケ浦港 

船橋港 

袖ケ浦市 



 3 / 14 

 

（３）生活環境への悪影響 

屋外保管事業場をめぐる生活環境への悪影響は、主に次の３点であり、市民生活の安全や生

活環境等が脅かされている状況にあります。 

・再生資源物の搬出入時における重機による騒音や振動です。また、作業時間を遵守せず、早

朝や夜間にも作業を行っていることがあります。 

・保管物を溶断する際に発生する煙や悪臭です。輸出できる大きさに金属を溶断する際に煙等

が発生しています。 

・再生資源物に付着する油の処理です。油水分離槽を設置せずに排水溝へ接続すると、油が河

川に流出することになり、被害が発生したケースもあります。 

 

（４）行政指導の現状 

本市では、上記のような騒音等の発生防止のため、事業者に対して度重なる行政指導を行っ

てきましたが、指導によって一時的に周辺環境への配慮をしても、その後再開されるなど、そ

の繰り返しとなっている状況にあり、指導だけでは市民生活の安全や生活環境を保全すること

ができないことから、条例等により、保管物の高さや保管場所の面積等への規制だけでなく、

勧告、命令等を直接行うことができるようにする必要があります。 

また、他の自治体においても同様の状況にあることから、次のとおり条例の制定により対応

している自治体があります。 

 

 

  

 

 

 

 

 
 

３ 再生資源物の種類 

再生資源物は、使用を終了し、再生資源として収集された、鉄・非鉄スクラップ、雑品スクラ

ップのほか、廃プラスチック、ガラスくず、中古家電、中古パソコン、中古自動車などの物品等

について、原材料として利用することができるものをいいます。 
 

主な再生資源物 

   ・鉄スクラップ：鉄筋、鉄骨等 

   ・非鉄スクラップ：電線、配電盤等 

   ・雑品スクラップ：水道メーター、廃家電、モーター、バッテリー等 

※ 雑品スクラップとは、再生資源物にプラスチックやガラスなどの他の材質が付着 

したものをいいます。  

自治体名 題名 公布日 施行日 

神奈川県 

綾瀬市 

綾瀬市再生資源物の屋外保管

に関する条例 

平成３１年３月２８日 令和元年７月１日 

千葉県 

千葉市 

千葉市再生資源物の屋外保管

に関する条例 

令和３年１０月５日 令和３年１１月１日 

茨城県 

境町 

境町再生資源物の屋外保管に

関する条例 

令和３年１２月８日 令和３年１２月８日 
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４ 条例等に盛り込む規制等の主な内容 

（１）目的 

屋外に保管された再生資源物の火災の発生又は延焼、崩落、飛散その他の事故等を防止する

とともに、当該保管に伴う騒音、振動、悪臭等の発生を防止し、又は軽減し、もって市民生活

の安全の確保及び生活環境の保全に寄与することを目的とします。 

 

（２）再生資源物の定義 

   条例で規制する「再生資源物」は、使用を終了し、再生資源として収集された木材、ゴム、

金属、ガラス、コンクリート、陶磁器、プラスチックその他これらに類する材質を原材料とす

るもの（分解、破砕、圧縮等の処理がされたものを含む。）及びこれらの混合物とします。 

なお、廃棄物処理法で規定される「廃棄物」と「有害使用済機器」や、千葉県特定自動車部

品のヤード内保管等の適正化に関する条例で規定される「自動車部品」については、廃棄物処

理法等による規制を受けることから、条例による規制の対象とはしません。 

 

（３）責務 

条例では、屋外保管事業場等の責務、土地所有者の責務、市の責務について規定します。 

  ア 屋外保管事業者等の責務 

   ・屋外保管事業者は、法令等に従い、屋外保管事業場を適正に管理運営しなければなりませ

ん。 

・屋外保管事業者は、苦情又は紛争が生じたときは、誠意をもって、その解決に当たらなけ

ればなりません。 

・屋外保管事業場を設置しようとする者は、その旨を土地所有者に説明しなければなりませ

ん。 

・再生資源物を排出する者は、できる限り排出を抑制するよう努めなければなりません。 

・再生資源物を運搬する者は、再生資源物の性状を確認し、生活環境等への悪影響が生じる

ものを運搬することのないよう努めなければなりません。 

  イ 土地所有者の責務 

   ・土地の所有者は、屋外保管事業場として、自らの土地を譲渡し、又は使用させようとする

ときは、当該屋外保管事業場が市民生活の安全や生活環境の保全上、支障がないことを確

認しなければなりません。 

・苦情又は紛争が生じたときは、誠意をもって、その解決に当たらなければなりません。 

  ウ 市の責務 

 市は、関係行政機関等と連携し、市民生活の安全や生活環境の保全に努めるものとします。 
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（４）許可条件 

屋外保管事業場を設置しようとする者は、次に掲げる条件を満たした上で、市長の許可を受

けなければなりません。ただし、屋外保管事業場の敷地面積が１００平方メートル未満である

場合や、一時的に屋外保管を行う場合、他法令（廃棄物処理法等）で許可を受けている場合等

には、許可を受ける必要がありません。 

・屋外保管事業場を設置しようとする者は、欠格要件（破産して復権を得ていない者、禁固以

上の刑の執行から５年を経過していない者等）に該当せず、かつ、袖ケ浦市暴力団排除条例

に規定する暴力団員等ではないことが必要です。 

・許可の有効期間は、５年間とし、許可の更新を受けなければ、その効力を失います。 

・他の法令等に適合していることが必要です。 

・許可を受けた屋外保管事業者（以下「許可屋外保管事業場設置者」といいます。）は、屋外

保管事業場の面積の拡大等、許可に係る事項を変更する場合には、市長に変更許可申請書を

提出し、許可を受けなければなりません。なお、軽微な内容の変更や屋外保管事業場を廃止

する場合は、届出が必要です。 

（参考） 

 

 

 

 

 

    ※ 「欠格要件」とは、申請者について、法に従った適正な業の遂行を期待し得ない者を

類型化して排除することを趣旨とするものです。欠格要件に該当する者は、許可を受け

ることができず、既に許可を受けている場合は取り消されることとなります。 

 

～ 敷地面積の規制の考え方 ～ 

 

〇 条例の対象となる屋外保管事業場      〇 条例の対象外となる屋外保管事業場 

１５０㎡の敷地に７０㎡の再生資源物      ８０㎡の敷地に７０㎡の再生資源物 
 

 

 

敷地                     敷地 
 

道路 

 

 

  

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

制度 許可制 許可制 許可制 届出制 

許可又は届出の適用除外

（１００㎡未満） 

あり あり あり あり 

欠格要件 あり あり なし なし 

再生資源物 再生資源物 
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（５）屋外保管事業場の保管基準 

   屋外保管事業者は、周辺住民の安全に配慮した再生資源物の適正保管を示すため、次に掲げ

る保管基準を満たさなければなりません。 

  ア １００平方メートル以上の屋外保管事業場に適用される基準 

   ・屋外保管の場所の周囲に囲いが設けられていること。 

   ・外部から見やすい箇所に屋外保管の場所である旨その他必要な事項を表示した掲示板が設

けられていること。 

  イ 全ての屋外保管事業場に適用される基準 

  （ア）屋外保管の場所から再生資源物や汚水により市民生活の安全や生活環境の保全上、悪影

響を及ぼすことのないよう、次に掲げる措置を講じなければなりません。 

    ・屋外保管する再生資源物の荷重が直接囲いにかかり、又はかかるおそれがある構造であ

る場合にあっては、当該荷重に対して当該囲いが構造耐力上安全であること。 

    ・屋外保管する場合にあっては、積み上げられた再生資源物の高さが、勾配比１：２又は

５メートルのいずれか低い方を超えないようにすること。（規則で定めます。） 

    ・屋外保管事業場において、騒音又は振動が発生する場合にあっては、当該騒音又は振動

によって生活環境の保全上支障が生じないように必要な措置を講ずること。 

・再生資源物の保管に伴い、汚水が生ずるおそれがある場合にあっては、当該汚水による

公共の水域及び地下水の汚染を防止するため、保管場所の底面を不浸透性の材料（コン

クリート等）で覆うとともに、油分離装置及びこれに接続している排水溝その他の設備

を設けること。 

    ・害虫が発生しないよう必要な措置を講ずること。 

  （イ）屋外保管事業場における火災の発生又は延焼を防止するため、次に掲げる措置を講じな

ければなりません。 

    ・再生資源物がその他の物と混合するおそれのないように、他の物と区分して保管するこ

と。（規則で定めます。） 

    ・再生資源物に電池、潤滑油その他の火災の発生又は延焼のおそれがあるものが含まれる

場合は、技術的に可能な範囲で適正に回収して保管すること。（規則で定めます。） 

    ・再生資源物の保管単位の面積を、１か所当たり２００平方メートル以下とすること。（規

則で定めます。） 

    ・隣接する再生資源物の保管単位の間隔は、２メートル以上とすること（間に仕切りが設

けられている場合を除く。）。（規則で定めます。） 

  ウ 適用除外 

    屋外保管されている再生資源物が、袖ケ浦市火災予防条例に規定する指定可燃物である場

合には、保管基準については、この条例の基準ではなく、袖ケ浦市火災予防条例の基準が適

用されます。 
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（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 保管の高さのイメージ ～ 

 
  

 

 

 

 

              ～ 保管の間隔のイメージ ～ 

 

 

 

 

 

 

～ コンクリート舗装のイメージ ～       ～ 油分離装置のイメージ ～ 

  

 

 

 

 

 

出所：有害使用済機器の保管等に関するガイドライン（平成３０年３月、環境省）、外 

  

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

囲いの設置 あり あり あり あり 

表示板の設置 あり あり あり あり 

保管の高さ あり 

（５ｍ以下・規則） 

あり 

（５ｍ以下・規則） 

なし なし 

保管の単位 あり 

（２００㎡以下・規則） 

あり 

（２００㎡以下・規則） 

なし なし 

保管の間隔 あり 

（２ｍ以上・規則） 

あり 

（２ｍ以上・規則） 

なし なし 

不浸透性の材料 

（コンクリート等） 

あり あり なし なし 

油分離装置等の設置 あり あり なし なし 

 

流

入

口 

流

出

口 
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（６）屋外保管事業場の立地基準 

屋外保管事業場の場所は、操業に伴う市民生活の安全や生活環境を保全するため、住宅、学

校、保育園等から１００メートル以上、離れた場所でなければなりません。 

  （参考） 

 

 

 

 

 

（７）事前協議 

   屋外保管事業場の許可等を申請しようとする者は、あらかじめ、当該屋外保管事業場の計画

について、市長と協議しなければなりません。 

   （参考） 

 

 

 

（８）住民説明会の開催 

   屋外保管事業場の許可の申請をしようとする者は、周辺住民に対して、説明会を開催し、事

業計画の概要等を説明しなければなりません。また、当該屋外保管事業場を拡大する場合も同

様です。 

   （参考） 

 

 

 

（９）水質検査及び土壌検査の報告 

   許可屋外保管事業場設置者は、市民生活の安全や生活環境を保全するため、定期的に、水質

検査や土壌検査を実施し、その結果を市長に報告しなければなりません。 

（参考） 

 

 

 

（１０）記録の作成及び閲覧 

   許可屋外保管事業場設置者は、再生資源物の出所から売り先までを明確にするため、事業者

が再生資源物を受け取りや、引き渡しをしたときは、再生資源物の品目、数量のほか、取引先

等の記録を作成するとともに、保存しなければなりません。 

   また、屋外保管に関し、生活環境の保全上利害関係を有する者の求めに応じて、閲覧させな

ければなりません。 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

立地基準 あり 

(１００メートル

以上) 

あり 

(１００メートル

以上) 

あり 

(１００メートル

以上・規則) 

なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

事前協議 あり なし なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

住民説明会の開催 あり あり なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

水質・土壌検査の報告 あり なし なし なし 
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   （参考） 

 

 

 

 

（１１）名義貸しの禁止 

   許可屋外保管事業場設置者は、自己の名義をもって、他人に許可に係る屋外保管事業場を使

用させてはなりません。 

   （参考） 

 

 

 

（１２）屋外保管事業場の譲受け等 

   許可屋外保管事業場設置者から、許可を受けた屋外保管事業場を譲り受け、又は借り受けを

する者は、市長の許可を受けなければなりません。 

   （参考） 

 

 

 

（１３）法人の合併及び分割 

   許可屋外保管事業場設置者が法人の合併及び分割する場合において、市長が認めるときは、

その地位を承継します。 

  （参考） 

 

 

 

（１４）相続 

   許可屋外保管事業場設置者について、相続があったときは、相続人はその地位を承継します。

この場合においては、市長に届出をしなければなりません。 

  （参考） 

 

 

 

（１５）勧告及び命令 

   市長は、屋外保管事業者又は許可屋外保管事業場設置者がこの条例の規定に違反したと認め

るときは、必要な措置をとることを勧告することができます。 

また、市長は、屋外保管事業者又は許可屋外保管事業場設置者が市長の勧告によっても是正

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

記録の作成 あり あり なし なし 

利害関係者への閲覧 あり なし なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

名義貸しの禁止 あり なし なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

譲受け等 あり あり なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

合併及び分割 あり あり なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

相続 あり あり なし なし 
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されない場合や、保管基準に違反していることにより生活環境の保全上の支障が生じていると

きは、必要な措置を講ずるよう命令することができます。命令に従わない場合には、屋外保管

事業者又は許可屋外保管事業場設置者に対して、屋外保管事業場の全部又は一部の使用の停止

を命ずることができます。 

   （参考） 

 

 

 

 

 

（１６）許可の取消し 

   市長は、許可屋外保管事業場設置者がこの条例の規定に違反したときは、屋外保管事業場の

許可を取り消すことができるようにします。具体的な事例として、許可屋外保管事業場設置者

が許可要件を満たさなくなった場合や、水質検査等の報告をしない場合、停止の命令に違反し

た場合等があります。 

  （参考） 

 

 

 

（１７）報告の徴収及び立入検査 

   条例の規定に基づき、事業者や関係者に対し、必要な報告又は資料の提出等を求めることが

できるようにするとともに、屋外保管事業場に市職員が立ち入り、質問や帳簿等を検査するこ

とができます。 

  （参考） 

 

 

 

（１８）事故時の措置 

   屋外保管事業者は、屋外保管に係る火災や事故により市民生活の安全や生活環境の保全にお

いて支障が生じるときは、直ちに応急の措置を講ずるとともに、事故の状況や講じた措置の内

容を市長に届け出なければなりません。 

   （参考） 

 

 

 

 

 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

勧告及び命令 あり あり あり あり 

屋外保管事業場の使用

停止命令 

あり あり なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

許可の取消し あり あり なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

報告の徴収・立入検査 あり あり あり あり 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

事故時の措置 あり あり あり あり 
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（１９）公表 

   市長は、屋外保管事業者や許可屋外保管事業場設置者に対して、命令によっても違反した行

為が是正されなければ、事業者名、命令の内容等を公表することができます。また、公表に当

たっては、告示のほか、市のホームページ等においても公表します。 

   （参考） 

 

 

 

（２０）許可等に関する意見聴取 

   市長は、警察との連携を図り、暴力団関係者の有無を調査するため、許可をしようとする場

合は千葉県警察本部長の意見を聴くものとし、許可を取り消そうとする場合は意見を聴くこと

ができます。 

   （参考） 

 

 

 

（２１）関係行政機関等への照会等 

   市長は、この条例の規定に基づく事務に関し、関係行政機関や関係地方公共団体に対し、照

会し、又は協力を求めることができます。 

   （参考） 

 

 

 

（２２）手数料 

屋外保管事業場の許可等を受けようとする者は、申請の際に、審査手数料を納めなければな

りません。 

（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

公表 あり なし あり あり 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

意見聴取 あり あり なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

照会等 あり あり なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

手数料 あり あり なし なし 
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（２３）条例の適用除外 

  次に掲げる事業者は、条例の規定の適用を受けないものとします。 

  ・廃棄物の処理に係る許可、認定、委託又は指定を受けた者が、当該許可、認定、委託又は指

定に係る事業場において屋外保管を行う場合 

    具体例  

・廃棄物処理法の許可等を受けた者 

・家電リサイクル法又は小型家電リサイクル法に基づく認定等を受けた者 

  ・国、都道府県又は市町村が屋外保管を行う場合 

   （参考） 

 

 

 

 

（２４）罰則 

   条例の実効性を担保するため、条例の規定に違反した場合には、違反の内容に応じて、個人

や法人に対し、罰則が適用されます。具体的な事例として、無許可で屋外保管事業場を設置し

た場合や、不正の手段により許可を受けた場合、市長の命令に違反した場合等があります。 

（参考） 

 

 

 
 

 

（２５）附則（既存の屋外保管事業場に対する規制） 

   次のとおり、既存の屋外保管事業場に対しても規制します。 

  ア 届出義務 

この条例の施行の際、現に市内に存在する屋外保管事業場のうち、１００平方メートル以

上の敷地面積に設置している事業者（以下「従前の事業者」といいます。）については、①こ

の条例の施行後、１か月以内に従前の事業者である旨を市長に届出（既存の屋外保管事業場

に係る届出書、再生資源物の品目・数量管理台帳）をするとともに、②この条例の施行後、

３か月以内にその他の必要な事項の届出（既存の屋外保管事業場に係る構造等届出書）をし

なければなりません。 

    また、市長は、届出のあった屋外保管事業場に対して検査を行います。屋外保管事業者は、

当該屋外保管事業場が届出の内容に適合していると認められる必要があります。 

    なお、これらの届出をした屋外保管事業者は、この条例の施行日に許可を受けたものとみ

なされます。その後は、許可期間が終了する度に、許可更新の申請（５年を想定）を行い、

改めて許可を受けなければなりません。 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

廃棄物処理の許可等 あり あり なし なし 

国等 あり あり なし なし 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

罰則 あり あり なし なし 

両罰規定 あり あり なし なし 
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 イ 保管基準 

    既存の屋外保管事業場は、この条例の施行後、３か月以内に、屋外保管事業場の保管基準

を満たさなければなりません。 

  ウ 立地基準 

    既存の屋外保管事業場は、住宅等の敷地からの距離が１００メートル未満であっても、こ

の条例の施行後にその住宅等の敷地から１００メートル以上、離れた場所に移設することは

極めて困難であることから、立地基準は適用しません。 

  エ 周知義務 

    従前の事業者は、この条例の施行後、３か月以内に、周辺の居住者、地主、家主等に対し

て文書を配布するなどの方法により事業者の氏名、住所、事業場の面積等を周知し、更にそ

の結果を文書で市長に報告しなければなりません。 

  オ 再生資源物の取引に関する記録の作成及び保存義務 

    従前の事業者は、この条例の施行後、１か月以内に、条例の施行の際、現に保管している

再生資源物に関する記録を作成し、５年間保存しなければなりません。 

（参考） 

 

 

 

 

 

 

 
 

    ※ 「みなし許可」とは、条例の施行日時点において、既に屋外保管事業場を設置している

事業者は、条例で指定した期間内に市長へ届け出て、市長から保管基準等に適合してい

ることの確認を受けた場合に、条例の施行日に許可を受けたものとみなされます。 

 

（２６）附則（工業専用地域における屋外保管事業場の特例） 

   工業専用地域は、工場の利便を増進するために定める地域であり、かつ、住宅、学校、保育

園等の建築物の用途制限があることから、袖ケ浦市環境条例に基づき、環境保全に関する協定

を締結することにより、特例を設けます。 

（参考） 

 

 

 

 

 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

既存の屋外保管事業場

への規制等の適用 

あり あり なし あり 

既存の屋外保管事業場

の許可（みなし許可） 

あり あり なし なし 

既存の屋外保管事業場

の住民への周知 

あり あり あり あり 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

工業専用地域の特例 あり なし なし なし 
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（２７）附則（施行前の準備） 

この条例を施行するために必要な規則の制定や事前協議及びこれらに関して必要な手続その

他の行為は、この条例の施行前においても行うことができます。 

（参考） 

 

 

 
 

５ 条例の施行日 

  令和４年度中に、条例案を議会へ上程し、令和５年４月１日の施行を目指します。 

項目 袖ケ浦市 千葉市 境町 綾瀬市 

施行前の準備 あり なし なし なし 



市内における屋外保管事業場等の位置図及び写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土地理院ウェブサイト  

  備考 

①～⑦ 屋外保管事業場 

⑧   袖ケ浦港 

  

① 代宿 

③ 川原井 

② 上泉 

④ 林 

⑤ 北袖 
 

⑥ 中袖 
 

⑦ 南袖 
 

資料２ 

⑧ 袖ケ浦港 



  



① 代宿 

 

 

  



② 上泉 

 

 

 

  



③ 川原井 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



④ 林 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



⑤ 北袖 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



⑥ 中袖 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



⑦ 南袖 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑧ 袖ケ浦港 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


